                                                                                              （様式第１０号）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　 　平成　　年　　月　　日
　　　届出教職員除外届
　　　　公益財団法人東京都私学財団  理事長　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法　人　名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（個人立の場合は設置者名）
	加入者コード
	　　　　　　　　　　　　　

[image: image1]連絡担当者名：

電話番号：
　　　　　　　　　　　　　 

	
	
	
	
	
	


　　　　　　下 記 の 理 由 に よ り、届 出 教 職 員 を 対 象 か ら 除 外 願 い ま す。
	学校コード
	学校（幼稚園）名
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


	教職員

コード
	
	
	
	
	氏　名
	
	除外年月日
	平成　　年　　月　　日

	除外理由
	① 都外校等異動　（異動先：　　　　　　　　               　　　　　　　　　　　　　　　 )

② 1週間勤務日数の減少（減少後の日数　　日）　　　
③ 非常勤化　　④ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

	教職員

コード
	
	
	
	
	氏　名
	
	除外年月日
	平成　　年　　月　　日

	除外理由
	① 都外校等異動　（異動先：　　　　　　　　               　　　　　　　　　　　　　　　 )

② 1週間勤務日数の減少（減少後の日数　　日）　　　

③ 非常勤化　　④ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

	教職員

コード
	
	
	
	
	氏　名
	
	除外年月日
	平成　　年　　月　　日

	除外理由
	① 都外校等異動　（異動先：　　　　　　　　               　　　　　　　　　　　　　　　 )

② 1週間勤務日数の減少（減少後の日数　　日）　　　

③ 非常勤化　　④ その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）


　

（注１） 教職員の除外とは、退職資金事業規程第８条に定める教職員の要件を欠くこととなった場合（都外校等異動、1週間勤務日数の減少、非常勤化等）です。
（注２） 除外年月日は、教職員の要件を欠くこととなった年月日を記載してください。

　（注３） 除外理由は、該当する理由に○を付け、必要事項を記載してください。

　　　　①  教職員都外校等異動とは、教職員が加入者の設置する加入校以外の学校等（加入者が設置する都外にある学校、あるいは大学、短期大学、保育園又は法人事務局等）に勤務することとなる場合です。
        ②  1週間勤務日数の減少とは、全日制で５日未満、定時制又は専修学校の夜間学科で４日未満になる場合です。
　（注４） この届出を受理した後、「教職員除外通知書」により当該教職員の退職資金計算額等をお知らせします。
　　　　　 なお、退職資金は、当該教職員が退職するまで私学財団が留保します。
（注５） 当該教職員に係る負担金については、除外年月日の前日に属する月までが対象となります。
	財団
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